
地域支援事業実施要綱新旧対照表（案）（平成19年4月1日施行予定）  

（傍線の部分は改正部分）   

規  子テ  改 正 案  

別紙  

地域支援事業実施要綱  

1～5 （略）  

別記  

1 介護予防事業  

（略）  

（1）介護予防特定高齢者施策  

ア 総則  

（ア）目的 （略）  

（イ）対象者  

介護予防特定高齢者施策は、当該市町村に居住地を有する特定高齢者を対象に実施  

するものとし、その数は、高齢者人口の概ね5パーセントを目安として、地域の実情  

に応じて定めるものとする。  

なお、本事業においては現に要介護状態等にある者に対しては原則として事業を実  

施しないが、心身の状況等により退所形態による事業への参加が困難な看であって、  

低栄養状態を改善するために必要と認められるものに対しては、介護予防特定高齢者  

施策において配食の支援を実施して差し支えない。  

（ウ）事業の種類 （略）  

イ 各論  

（ア）特定高齢者把握事業  

特定高齢者把握事業は、特定高齢者を選定することを目的として、次の取組を実施  

する（別添1「介護予防特定高齢者施策の流れ」参照）。  

地域支援事業実施要綱  

1～5 （略）  

別記  

1 介護予防事業  

（略）  

〈1）介護予防特定高齢者施策  

ア 総則  

（ア〉 目的 （略）  

（イ）対象者  

介護予防特定高齢者施策は、当該市町村の第1号被保険者を対象に実施するものと  

．する。なお、介儀予防特定高齢者施策のうち通所型介護予防事業及び訪問型介護予防  

事業の参加者数は、高齢者人口の概ね5パーセントを目安として、地域の実情に応じ  

て定めるものとする。  

なお、本事業においては現に要介護状態等にある者に対しては原則として事業を実  

施しないが、心身の状況等により通所形態による事業への参加が困難な看であって、  

低栄養状態を改善するために必要と認められるものに対しては、介護予防特定高齢者  

施策において配食の支援を実施して差し支えない。  

（ウ）事業の種類 （略）  

イ 各論  

（ア）特定高齢者把握事業  

特定高齢者把握事業は、特定高齢者を選定することを目的として、次の取組を実施  

する〈別添1「介護予防特定高齢者施策の流れ」参照）。  
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血 生活機能評価  

当該市町村に居住地を有する65歳以上の者に対し、問診、身体計測、理学的検   

査、血圧測定、循環器検査、貧血検査及び血液化学検査を実施し、生活機能が低下   

しているおそれのある高齢者を早期に把握する。  

ただし、平成18年度及び平成19年度においては、老人保健法（昭和57年法   

律第80号）に基づく基本健康診査において実施することとする。   

且 国産  

現状の症状、既往歴、家族歴、嗜好、生活機能に関する項目（別添2「基本チ  

ェックリスト」参照）等を聴取する。   

上 身体計測  

身長及び体重を測定し、BMIを算定する。   

ヱ 翠学的検査  

視診（口腔内を含む。）、打聴診、触診（関節を含む。）、反復唾液囁下テネト童  

実施すふ   

且 血圧測定  

聴診法又は自動血圧計により、収縮期血圧及び拡張期血圧を測定する。   

且 循環墨険萱  

時の標準12誘導心電図を記録する。   

⊥ 貧血捜査  

中獲中の赤血球数、卿直）及びヘマトクリッ日直を測定   

三屋⊥ 

且 血液化学検査  

血清アルブミン検査を実施する。  

なお、上記検査のうち、反復唾液囁下テスト、心電図検査、貧血検査及び血清  

アルブミン検査については医師の判断に基づき選択的に実施する。  

塾 特定高齢者に関する情報の収集  

のの生活機能評価のほか、次に掲げる方法等により特定高齢者に関する情報の収   

集に努めるものとする。  

且 要介護認定の担当部局との連携による把握   

且 訪問活動を実施している保健部局との連携による把握   

c 医療機関からの情報提供による把握   

包 特定高齢者に関する情報の収集  

次に掲げる方法等により特定高齢者に関する情報の収集に努めるものとする。  

基本健康診査の担当部局との連携による把握  

要介護認定の担当部局との連携による把握  

訪問活動を実施している保健部局との連携による把握  

医療機関からの情報提供による把握  

且
b
一
エ
・
且
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民生委員等からの情報提供による把握  

地域包括支援センターの総合相談支援業務との連携による把握  

本人、家族等からの相談による把握   

民生委員等からの情報提供による把握  

地域包括支援センターの総合相談支援業務との連携による把握  

本人、家族等からの相談による把握   

且
 
且
⊥
 
 

ヱ
⊥
 
且
 
 

且 その他市町村が適当と認める方法による把握  

金 持定高齢者の候補者の選定   

塵により把握された高齢者については、別添2の「基本チェックリスト」を用い   

て判定を行い、次のaからdまでのいずれかに該当する者を特定高齢者の候補者と   

して選定する。   

a lから20までの項目のうち12項目以上に該当する者   

b 6から10までの5項目すべてに該当する者   

c ll及び12の2項目すべてに該当する者   

d 13から15までの3項目すべてに該当する者   

特定高齢者の候補者に選定された者公」包の生活機能評価を受診していない場合  

上 その他市町村が適当と認める方法による把握  

金 特定高齢者の候補者の選定   

丑により把握された高齢者については、別添2の「基本チェックリスト」を用い   

て判定を行い、次のaからdまでのいずれかに該当する者を特定高齢者の候補者と   

して選定する。   

a lから20までの項目のうち10項目以上に該当する者   

b 6から10までの項日のうち3項目以上に該当する者   

c ll及び12の2項目すべてに該当する者   

d 13から15までの項目のうち、いずれかの項目に該当する者  

特定高齢者の候補者に選定された者については、③の生活機能評価の受診を勧奨   

するものとする。  旦」皇の受診を勧奨するものとする。  

（参考）※ 現行の「（D 生活機能評価」の項のうち、実質的な変更は下線の部分。  

① 生活機能評価  

当該市町村に居住地を有する65歳以上の者に対し、問診、身体計測、理学的検   

査、血圧測定、循環器検査、貧血検査及び血液化学検査を実施し、生活機能が低下   

しているおそれのある高齢者を早期に把撞する。   

塾 生活機能評価   

（丑により把握された特定高齢者の候補者に対し、問診、身体計測、理学的検査、   

血圧測定、循環器検査、貧血検査及び血液化学検査を実施する。  

ただし、平成18年度及び平成19年度においては、老人保健法（昭和57年法   

律第80号）に基づく基本健康診査において実施することとする。   

且 盟詮  

現状の症状、既往歴、家族歴、時好、生活機能に関する項目（別添2「基本チ  

ェックリスト」参照）等を聴取する。   

旦 身休計測  

身長及び体重を測定し、BMIを算定する。   

ヱ 理学的検査  

視診（口腔内を含む。）、打聴診、触診（関節を含む。）、反復唾液瞭下テストを  

実施する。   

且 血圧測定  

聴診法又は自動血圧計により、収縮期血圧及び拡張期血圧を測定する。   

ヱ 

． 

安静時の標準12誘導心電図を記録する。  
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④ 特定高齢者の決定  

盈により選定された特定高齢者の候補者の中から、生活機能評価の結果等を踏ま  

え、別添3の「特定高齢者の決定方法」により特定高齢者を決定する。   

（イ）～（エ） （略）  

（2）介護予防一般高齢者施策   

ア 総則   

（ア）目的  

介護予防一般高齢者施策は、地域において介護予防に資する自発的な活動が広く実  

施され、地域の高齢者が自ら活動に参加し、介護予防に向けた取組が主体的に実施さ  

れるような地域社会の構築を目指して、健康教育、健康相談等の取組を通じて介護予  

防に関する塾塾の昔及・啓発や地域における自発的な介護予防に資する活動の育成・  

支援を行うことを目的とする。   

（イ）対象者  

介護予防一般高齢者施策は、当該市町村に居住地を有する65歳以上のすべての者  

及びその支援のための活動に関わる者を対象に実施するものとする。   

（ウ）事業の種類 （略）   

イ 各論   

（ア）介護予防普及啓発事業  

事業内容としては、概ね次のものが考えられるが、市町村が効果があると認めるも  

のを適宜実施するものとする。  

① 介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するためのパンフレット等の作成及び  

配布   

④ 特定高齢者の決定  

塵により選定された特定高齢者の候補者の中から、塾生生活機能評価の結果等を  

踏まえ、別添3の「特定高齢者の決定方法」により特定高齢者を決定する。   

（イ）～（エ） （略）  

（2）介護予防一般高齢者施策   

ア 総則   

（ア）目的  

介護予防一般高齢者施策は、地域において介護予防に資する自発的な活動が広く実  

施され、地域の高齢者が自ら活動に参加し、介護予防に向けた取組が主体的に実施さ  

れるような地域社会の構築を目指して、健康教育、健康相談等の取組を通じて介護予  

防に関する造塾の普及・啓発や地域における自発的な介護予防に資する活動の育成・  

支援を行うこと呈を目的とする。   

（イ）対象者  

介護予防一般高齢者施策は、当該市町村の第1号被保険者のすべての者及びその支  

援のための活動に関わる者を対象に実施するものとする。   

（ウ）事業の種類 （略）   

イ 各論   

（ア）介護予防普及啓発事業  

事業内容としては、概ね次のものが考えられるが、市町村が効果があると認めるも  

のを適宜実施するものとする。なお、実施に際しては、特に必要と認められる場合、  

リフトバス等による送迎を行うことができるものとする。  

① 介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するためのパンフレット等の作成及び  

配布  

ー 4 －  



② 介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するための有強者等による講演会や相  

談会等の開催  

金 介護予防の普及啓発に資する運動教室等の介護予防教室等の開催  

金 介護予防に関する知識又は情報、各対象者の介護予防事業の実施の記録等を管理  

するための媒体の配布   

（イ）地域介護予防活動支援事業 （略）   

（ウ）介護予防一般高齢者施策評価事業 （略）  

（3）介護予防事業の実施に際しての留意事項   

ア 介護予防事業の実施に当たっては、地域の医師会、歯科医師会等の協力を得るととも  

に、保健所、医療機関等の関係機関と十分に調整を図るものとする。   

イ 介護予防特定高齢者施策と介護予防一般高齢者施策は、相互に密に連携を図って、効  

果的な事業の実施に努めるものとする。なお、両施策については、各事業への参加状況  

等を勘案し、同じ会場で実施するなどの創意工夫を図り実施できるものとする。   

ウ 介護予防事業の実績については、別に定めるところにより、厚生労働大臣に報告する  

ものとする。  

2・3（略）  

②介護予防に資する基本的な知識を普及啓発するための有識者等による講演会や叫  

談会等の開催  

金介護予防に関する知識又は情臥各対象者の介護予防事業の実施の記録等を管理∃   

するための媒体の配布   

（イ）地域介護予防活動支援事業 （略）   

（ウ）介護予防一般高齢者施策評価事業 （略）  

（3）介護予防事業の実施に際しての留意事項   

ア 介護予防事業の実施に当たっては、地域の医師会、歯科医師会等の協力を得るととも   

に、保健所、医療機関等の関係機関と十分に調整を図るものとする。  

イ 介護予防特定高齢者施策と介護予防一般高齢者施策は、相互に密に連携を図って、   

果的な事業の実施に努めるものとする。   

ウ 介護予防事業の実績については、別に定めるところにより、厚生労働大臣に報告する  

ものとする。  

2■3（略）  
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規  子＝テ  改 正 案  

別添3  

特定高齢者の決定方法  

「特定高齢者の候補者」に選定された者について、生活機能評価の結果等を踏まえて、以下  

の1～6により、参加することが望ましいと考えられる介護予防プログラムを判定する。   

何らかの介護予防プログラムへの参加が望ましいと判定された者を「特定高齢者」として決  

定する。  

1 運動器の機能向上  

別添3  

特定高齢者の決定方法  

「特定高齢者の候補者」に選定された者について、生活機能評価の結果等を踏まえて、以下  

の1～6により特定高齢者を決定する。  

1 運動器の機能向上  

基本チェックリスト6～10の全工長該当する看  

ただし、うつ予防・支援関係の項目を除く20項目のうち週項目以上に該当し   

「特定高齢者の候補者」と判定された看であって、基本チェックリスト6′〉10   

の全てには該当していない者について、以下に示す運動機能測定を行った場合   

に3項目の測定の配点が5点以下となった場合については、該当する者とみな   

してよい。  

基本チェックリスト6～10のうち3項目に該当する看  

ただし、うつ予防・支援関係の項目を除く20項目のうち遁項目以上に該当し   

「特定高齢者の候補者」と判定された看であって、基本チェックリスト6～川   

のうち3項目以上該当していない者について、以下に示す運動機能測定を   

行った場合の3項目の測定の配点が6点以下となった場合については、該当す   

る者とみなしてよい  

基準値  基準値に該当する  

男性  女性  場合の配点  

運動機能測定項目  基準値  基準値に該当する  

男性  女性  場合の配点  

運動機能測定項目  

握力（kg）  ＜29  ＜29  

開眼片足立時間（秒）  ＜20  ＜20  

10m歩行速度（秒）  ≧8．8  ≧8．8  

（5mの場合）  （≧4．4）   （≧4．4）  

＜29  ＜29   

＜20  ＜20  

≧臥8  ≧8．8  

（≧4．4）   （≧4．4）  

握力（kg）  

開眼片足立時間（秒）  

10m歩行速度（秒）  

（5mの場合）  

配点合計0－4点 ‥・運動機能の著しい低下を認めず  

5－7点 … 運動機能の著しい低下を認める   

配点合計0－4点 … 運動機能の著しい低下を認めず  

ト7点・・・運動機能の著しい低下を認める  
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資料5  

保健事業実施要領新旧対照表（平成19年4月1日施行予定）   

※2月27日「第2回介護予防継続的評価分析等検討会」における資料からの主な変更点は第5の2の（3）のイの部分  （傍線の部分は改正部分）  

現  行   改 正 後  

別添  

保健事業実施要領  

第1～第4  （略）  

第5 健康診査  

1 総論 （略）  

2 基本健康診査  

廿 目的 （略）   

（2）基本健康診査の実施  

ア 検査項目及び方法  

基本健康診査は、問診、身体計測、理学的検査、血圧測定、検尿、循環器検  

査、貧血検査、肝機能検査、腎機能検査、血糖検査、ヘモグロビンAIc検査及  

び血清アルブミン検査を実施する。  

なお、反復唾液瞭下テスト、心電図検査、眼底検査、貧血検査、ヘモグロビ  

ンAIc検査及び血清アルブミン検査については医師の判断に基づき選択的に実  

施する。  

（ア）問診  

現状の症状、生活機能評価に関する項目（別添2の様式2「健康度評価の  

ための質問票（B票）」を用いるものとする。）、既往歴、家族歴、嗜好、過  

去の健康診査受診状況等を聴取する。  

（イ）ト（シ】（略）  

別添  

保健事業実施要領  

第1～第4 （略）  

第5 健康診査  

1 総論 （略）  

2 基本健康診査   

（1）目的 （略）   

（2）基本健康診査の実施  

ア 検査項目及び方法  

基本健康診査は、問診、身体計測、理学的検査、血圧測定、検尿、循環器検  

査、貧血検査、肝機能検査、腎機能検査、血糖検査、ヘモグロビンAIc検査及  

び血清アルブミン検査を実施する。  

なお、反復唾液療下テスト、心電図検査、眼底検査、貧血検査、ヘモグロビ  

ンAIc検査及び血清アルブミン検査については医師の判断に基づき選択的に実  

施する。  

（7〕問診  

現状の症状、生活機能評価に関する項目（卿旦  

震）（基本チェックリスト）」（別添2甲様式2。以下「基本チエツ之⊥．ろ上⊥  

阜吐ラ。Lを用いるものとする。）、既往歴、家族歴、嗜好、過去の健康診査  

受診状況等を聴取する。  

（イ）～（シ）（略）  

ー1－   



イ・ウ （略）健康診査  

（3）検査縮果の判定と指導区分  

検査結果については、各検査ごとに所定の方法で判定し、指導区分の決定に当   

たっては、これらの判定精巣を総合的に手順し、「異常認めず」、●「要指導」皇室   

「要医療」に区分する。なお、区分に当たっては、年齢、性、生活環境等の個人  

差について十分配慮する。  

さらに、生活機能についても総合的に判断し、岬  

イ1ウ （略）  

（3）検査結果の判定と指導区分   

検査結果については、各検査ごとに所定の方法で判定し、指導区分の決定に当   

たっては、これらの判定結果を総合的に判断し、「異常認めず」、「要指導」及び  

「要医療」に区分する。なお、区分に当たっては、年齢、性、生活環境等の個人   

差について十分配慮する。   

享圭、日常生活で必要となる機能（以下「生活機能」という。）及夏介護予防   

事賽（地鱒支援書真実施要欄（平成18年6月9日毛先第06090旦1号年生   

翠坤省老健局長通知）における「適所型介護予防事葦」及び叩呵型介講予防事   

墾Lをいう。以下同じ。）に関する評価に？いては、基本チェックリストによ且   

軽量皐齢草の候補者に該当した者（要支援・要介護認定者を除く9．）1；つい．壬総   

画当該者について次のし、ずれ研こ区分する。   

参お、特定ホ齢看の候補者の該当基準については、地域支援書♯実施声■申選   

定方法によるi．のとすデ・   

ヱ 生活悪態¢埋下あり  

草活機能の低下があり、要支援頻れ   

卓場合（1体的には、地域支援事兼実施要綱における特定高齢者唖定万事に  

該当している場合ト  

乙 医療を優発すべ圭   

介護予防事業等の利用よりも医療費優先す鱒れ   

旦蓮全  

土 草活機能の著しい低下有り   

そ旦外の場合であって、介護予防事業等の利用が必要と判断される場合  

2 年活機能の著しい低下無し   

抑舌機   

能が比較的よく保たれていると判断される場合   

頭予防事業の利用が望ましい   

筆跡絵  

師ま不適当  

口 全て  

旦 運動器の機能向上  

旦 琴筆改善  

旦 卿向上  

旦 その他（  

生活縫能の低下はぁるが、心請梗塞、骨＝斤等の畷轟き卑してf5しよ  

塁金華予防事業の乳用により当該傷河D病嘩  

塾 企護予防事業の嘩ラ上で軍嘩を生ずる   

おそれがある  

等の医学的な理由により、介層予防事業の利用は不適当である車型  

断章れる場合であり脚印  

グ抑ものとする0  

アー（ア）  

アー（イ）   

－ 2 －  



（印を付されていないプログラムは利用が望ましいプログラムとな  

良且」  

土 生活機能の低下なし  

生活機能が比較的よく保たれ、要支援・要介護状態となるおそれが高いと  

は考えられない場合（具体的には、地域支援事業実施割捌こおけ引寺定高齢  

者の決定方法に該当していない場合）  

（4卜（5）（略）  

3－6 （略）  

7 介護予防事業等への参加の指導   

（1）目的  

基本健康診査の結果「介護予防事業の利用が望ましい」と判定された者につい  

て、介護予防事業等への参加を指導することにより、的確な支援を確保する。   

（2）対象者  

基本健康診査の結果「介護予防事業の利用が望ましい」と判定された者   

（3卜（4）（略）  

第6～第8 （略）  

（4卜（5）（略）  

3～6 （略）  

7 介護予防事業等への参加の指導  

（1）目的  

基本健康診査の結果「生活機能の著しい低下有り」と判定された者について、   

介護予防事業等への参加を指導することにより、的確な支援を確保する。  

（2）対象者  

基本健康診査において「生活機能の著しい低下有り」と判定された者  

（3卜（4）（略）  

第6～第8 （略）  

－ 3 －   






